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はじめに 

 

 専門学校東京スクール・オブ・ビジネスは、職業教育の高等教育機関として、商業実務分野をけん引

してきました。企業・業界ニーズを反映し、在校生の知識・技術・資格の修得だけではなく、それを仕

事に活かせるような実践教育を教育指針としています。常に教育改善を図り、教育機関としての質の向

上、企業・業界との産学協同を推し進めております。そのためのＰＤＣＡ（計画・実施・評価・改善）

の一環として、自己点検・自己評価を行っています。以下に、令和 4年度の結果を報告いたします。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                          

 

１．学校の教育目標 

 （1）東京スクール・オブ・ビジネスの沿革 

 昭和 42年  毎日新聞社パレスサイドビル（竹橋）に学園グループのビジネス校第一号として設立。

電通出身の創立者が業界即戦力の必要性を感じ、出版・経営・貿易・秘書など商業実務

分野の職業教育のパイオニアを目指す。学校名を東京スクール・オブ・ビジネスと名

付けた。「スクール・オブ・ビジネス」は、アメリカのビジネススクール（大学院・専

門教育）を意味し、ビジネスマンを育成する学校を目指した東京を代表する商業実務

系の専門学校。幅広い分野を網羅する、総合ビジネス校のパイオニアである。 

 昭和 54 年  ＪＲ代々木駅横に総合校舎完成。学校法人・専修学校として認可され、学校法人東京

学園専門学校東京スクール・オブ・ビジネスとして、新たなスタートを切る。 

 昭和 50 年代 日本の秘書教育の草分けとして、全国から東京スクール・オブ・ビジネスの秘書学科

に入学。多くの検定合格者、企業の秘書就職者を輩出。 

 平成元年代  専門学校の経営学科として、企業ニーズに即した検定の強化を図る。特に販売業に必

要な販売士検定では、東京地区一級合格者で専門学校生のほとんど（全員の時もあり）

が東京スクール・オブ・ビジネス経営学科の学生という高い合格率を成し遂げる。 

 平成 13年  東京の第六分野（商業実務分野）では、初めてとなるペットビジネス学科を設立、都市

型のペット教育を目指すなど、社会・経済の動向に即した学科編成を推し進め、東京

のビジネス分野のリーディングスクールとして、職業教育の礎を築いていく。 

 平成 15 年  ペットビジネス学科が東京都特別養護老人ホーム南陽園において、アニマルセラピー

の実習を開始する。その他施設を含め、年間５０回以上の実習を通じ、ドッグセラピ

ーの礎を築く。 

 平成 16 年  校舎エントランス横に学生が運営する実習店舗「ＣＯＭＰＡＳＳ ＣＵＢＥ（コンパ

スキューブ）」を設計、開設する。当時注目を集めていたコンテナーハウスショップと

してオープン。 

 平成 19年  中小企業診断士一次試験全学科合格者を輩出。 

 平成 20 年  「専修学校の専門課程の修了者に対する専門士及び高度専門士の称号の付与に関する

規程」（平成 17 年文部省告示第 139 号）において、経営総合学科、ペット総合学科の

4年制学科を新設。大学院進学の道も開かれた。（留学生から東京大学大学院、一橋大

学大学院へ進学） 

 平成 21年  ペットビジネス学科の 7階・8階・9階サテライト教室・実習施設のリニューアル。屋

上の緑化計画を進め、緑のドッグランとして設営。 
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        校舎 1階にＧＯＬＤ'Ｓ ＧＹＭ（ゴールドジム）設計の本格的なスポーツ施設を設営。

産学協同の一環としてオープン。 

 平成 22 年  ビジネス検定協会より、ビジネス検定の受験者・合格者の優秀学校として、全国の大

学・専門学校・企業の中から「文部科学大臣賞・優秀団体賞」を受賞。以後４年連続で

受賞。連続受賞は全国の中でも初めての快挙。ビジネス校としての教育力を実証。 

 平成 25 年  ペット先進国であるドイツのペットアカデミー「Freude am Hund」、動物保護施設

「TIERHEIM」並びに英国最大の動物シェルター「WOOD GREEN」と教育連携を結ぶ。海

外研修と共に特別講師として日本で特別講座を開催していく。 

 平成 26 年  ＪＲ代々木駅とスポーツビジネス学科のイベント「駅からハイキング」を開催。今回

で 3 年目。過去最大の 3,000 名超えを達成。ＪＲより表彰される。こうした地域活性

化の協力体制を強化している。 

        ドイツペットアカデミー「Freude am Hund」の特別講座を開催する。 

        8年連続中小企業診断士一次試験全学科合格者を輩出。 

平成 28年    マスコミ出版・芸能学科の学生がアジア最大級のファッションイベント「TOKYO 

RUNWAY」スタッフとして参加。来場者へ配布するノベルティの準備やリハーサル、音 

響準備などの業務に従事した。 

平成 29年   1階ショップがオープンし、VMDの実習事業がスタート。 

       平成 29年度卒業留学生は、卒業者における国内就職率が 61％を超えた。大学卒業留学

生が 40％程度の中にあって、当校では 10 年以上 40％超、ここ数年は 50％超えしてい

た中でも過去最高となった。 

 平成 30年   経営学科では従来、簿記検定・中小企業診断士試験、通関士試験対策に偏重していた 

講座編成だったが、多種の検定対策講座を設置した。販売士試験対策、貿易実務検定対

策、FP技能士資格対策講座設置により、幅広い学生のニーズに対応。 

令和 2年   新型コロナウイルス流行で発令された緊急事態宣言により、オンライン授業への対応 

を展開。かねてより活用していたアカデミックドメインをベースに Google Classroom 

Google Meat を軸にコロナ後も見据えたオンライン体制を構築。 

また語学力だけでなく多様な価値観を学ぶ機会の提供を目的にＡＩＣと連携した、 

オンライン英語を導入。学科においてはマスコミ出版・芸能学科、ショップビジネス 

学科、医療ビジネス学科の教育課程が令和 2年度で修了。 

 令和 3年  AICの協力で、オンライン留学を実施した。AICと姉妹校（名古屋・大阪・九州）をライ

ブで繋ぎ、業種別にビジネス事情の講義を受けた。最終日には、各校代表者がプレゼン

テーションし、現地の高校生と意見交換した。国際交流で世界という広さを感じて学ぶ

ことができた。 

姉妹校合同でビジネスプランコンテストを開催。東京校からは２チームが代表として参     

加。自らが経営者となりオリジナル起業プランを考え発表を行い、うち１チームがグラ 

ンプリを獲得した。 

 令和 4 年  社会背景の変化に伴い AI システム学科、ビジネスデザイン学科、及び国家資格取得を

目指す 3年制の愛玩動物看護学科を設置。学科新設に伴い動物看護実習室を開設。 
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 （2）教育目標 

 東京スクール・オブ・ビジネスは、専門学校として常に社会的ニーズを前向きに捉えながら、近時ま

すます進展する情報化、グローバル化にともなって、変転してやまない社会に即応できる知識・技能の

修得をめざす職業教育の高等機関である。また、混沌とした社会経済情勢の中で、自己中心的ではなく、

周囲と自分との関係を深く思うことのできる幅広い人間を育てることも教育に望まれる必須の要件と

なっている。 

 本校は、Ａｄａｃｈｉ学園グループの学園理念である「ひとりでも多くの学生に心のふれあいと、あ

らゆる技術を向上させ最大の満足を提供する」ことを踏まえて、ビジネス実務を総合的に教授する学校

として、高度な専門知識・技術をもち、業界・企業との連携を基に組織的かつ実践的な教育を行い、社

会人としてふさわしい人間力の高い業界エキスパートの育成を目標としている。 

 職業実践教育と共に、幅広い総合校としての教育基盤を生かすことで、クリエイティブな人間を育成

することも、また資格を重視した実務型の人間を育成することも可能となっている。 

 教育分野は、２年制のスポーツビジネス、経営、IT ビジネス、AIシステム、ビジネスデザイン、オフ

ィスビジネス、ファッションビジネス、フラワービジネス、ペットビジネスの 9 分野と、3 年制の愛玩

動物看護の 1分野の計 10分野で、本校が輩出する卒業生が、業界・企業の発展、地域社会への貢献など

を通じ、日本の繁栄・人々の幸福に寄与することが社会的役割である。 

 また、創立 55 年にわたる職業教育機関として、高等教育から将来的には日本が教育の高度化を推し

進める中で、新しい形の職業教育を目指していく。 

 

 

２．年度に定めた重点的に取り組むことが必要な目標や計画 

年 度 
入学率 

(対願書) 

進級率 

（対入学） 

卒業率 

（対入学） 

求職率 

（対卒業）  

就職率 

（対卒業） 

就職率 

（対求職）  

3年度生(2年）目標 88.8% 90.0% 85.0% 87.1% 87.1% 100.0% 

3年度生(2年）実績 88.5% 88.6% 84.0% 82.5% 82.8% 99.2% 

4年度生(1年）目標 83.7% 90.0% 80.0% 90.1% 90.1% 100.0% 

4年度生(1年）実績 89.1% 80.7% 5年度報告 5年度報告 5年度報告 5年度報告 

 ※ 赤字記入：4年度実績値（令和 4年 4月～令和 5年 3月） 

 

 ◇ 上記入学から卒業までの目標ならびに実績について 

 

コロナ感染が拡大しはじめた年度から就職希望率が下がってしまっている。過去数年の結果を見ると、

まず進学希望者が増加。2020 年卒 5 名（日本人 3 名、留学生 2 名）、2021 年卒 10 名（日本人 2 名、留

学生 8 名）、2022 年卒 17 名（日本人 7 名、留学生 10 名）と昨年までの進学希望者が倍倍に増えてお

り、今年度 2023 年卒 26 名（日本人 15 名、留学生 11 名）とコロナは落ち着いてきたが進学希望者増

の傾向は変わらず続いている。それ以外の辞退者の数を見てみると、コロナ前の 2020 年卒日本人 6 名、

留学生帰国 15 名、2021 年卒日本人 21 名、留学生帰国 33 名、2022 年卒日本人 22 名、留学生帰国 17

名（昨年は IT の留学生の就職が非常に良かった年）とコロナの感染が流行しだしてから大幅に日本人

の就職辞退者が増えてしまっている。これは今年度も影響しており、様々な分野の求人は今年度改善し
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てきているが、辞退者の数は減らすことができておらず、今年度 2023 年卒日本人 17 名、留学生帰国

23 名となっている。日本人の辞退理由としては、コロナの感染拡大により様々なことが学校生活の中で

規制され、不完全燃焼のまま就職活動を迎える状況になり、就職をするという覚悟が持てないまま活動

に身が入らず結果的に辞退してしまうという学生が多かった。次年度に向けて、こういった理由を外的

な要因によるものとせず、学生達の自立心や就業意欲を引き出し、環境をしっかりと整えると共に色々

な変化にスピード感をもって対応しながらサポートを行っていきたい。 

 

学校求人 829社中 534社が新規の獲得となった。コロナ以前ほどの回復はないが、昨年対比は全体＋162

社、留学生求人＋13社、目標対比は、経営学科以外はプラスとなり、全体では＋9社、留学生求人は＋

12社だった。業種別にはペット・IT・アパレルが増えている。また人材獲得に苦戦する業界の求人では、

初任給の改訂が散見された。次年度に向けて、コロナ以前の水準である 1000社獲得を目指して 3000社

に求人票を発送している。課題の多い留学生の就職に向けて、対象求人を増やしていきたい。また年々、

求人時期も採用活動終了時期も前倒しとなっているため、求人の早期獲得と学生の早期活動が求められ

る。 

 

 

３．評価項目の達成及び取組状況 

（１）教育理念・目標 

教育理念・目標 自己評価 学校関係者評価 

評価項目 適切･･４ ほぼ適切･･３ 

やや不適切‥２ 不適切･･１ 

適切･･４ ほぼ適切･･３ 

やや不適切‥２ 不適切･･１ 

① 学校の理念・目的・育成人材像はさだめられてい

るか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

② 学校における職業教育の特色は何か ４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

③ 社会経済のニーズ等を踏まえた学校の将来構想

を抱いているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

④ 学校の理念・目的・育成人材像・特色・将来構想

などが学生・保護者等に周知されているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

⑤ 各学科の教育目標、育成人材像は、学科等に対応

する業界のニーズに向けて方向づけられている

か 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

 

 1）課題 

 評価項目③と⑤について 

 「魅力ある学校」構想の中で、各学科が企業との連携を強化しているものの、職業実践教育の新しい

方向性への転換が遅れている学科については段階的に従来の企業との連携を強化していく。そのうえで

カリキュラムや評価方法を業界ニーズに乗せるとともに、教員研修の場を企業と模索していくことが重

要である。学校全体として、業界の状況を踏まえた新しい変化への構想・計画・移行がまだ不十分とい

える。 
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評価項目④について 

 新入生については、入学からのオリエンテーション、新入生の校外研修の実施などを通じて、学校の

理念・目的・育成人材像・特色・将来構想ならびに学校生活、職業教育の進め方、カリキュラム、規則

等について、しっかりとアテンドしている。 

 保護者については、保護者会を通じて現況報告や授業参観等を実施するものの、不参加の保護者数の

方が参加者よりも多いことから、保護者との情報共有を周知徹底していく。 

 

 2）今後の改善方策 

 職業教育から職業実践専門教育へ移行する将来構想では、業界・企業・社会との連携を増やし、教育

内容からインターンシップ環境を整備・強化するとともに、企業等による教職員研修の機会を増やし、

学校全体の専門性の高度化を図る。 

 学科によってインターンシップの実施にバラツキがあり、全学科の全学生がインターンシップを実施

する環境ではない。しかしながら、学科の教育イベントが企業との合同プロジェクトとなっており、業

界インターンシップとなっているので、こうした教育イベント実施後の企業・業界の評価システムを整

備し、職業実践専門教育を推し進める環境の整備を図る。 

 現在、代々木駅など地域との合同プロジェクトの推進、各学科と業界との実践教育を周知してもらう

ために、情報の発信を増やしており、学校としての教育構想を広く認知させていきたい。 

 令和 4年度より愛玩動物看護学科、ビジネスデザイン学科、ＡＩシステム学科が新たに開設され、全

10学科を擁するビジネス総合校となった。各専門性を高めるとともに、多岐にわたる分野が連携して新

しい時代を築くことのできるクリエイティブな人材の輩出を目指していく。 

  

（２）学校運営 

学校運営 自己評価 学校関係者評価 

評価項目 適切･･４ ほぼ適切･･３ 

やや不適切‥２ 不適切･･１ 

適切･･４ ほぼ適切･･３ 

やや不適切‥２ 不適切･･１ 

① 目的等に沿った運営方針が策定されているか ４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

② 運営方針に沿った事業計画が策定されているか ４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

③ 運営組織や意志決定機能は規則等において明確

化されているか、有効に機能しているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

④ 人事、給与に関する規定等は整備されているか ４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

⑤ 教務・財務等の組織整備など意思決定システム

は整備されているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

⑥ 業界や地域社会等に対するコンプライアンス体

制が整備されているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

⑦ 教育活動等に関する情報公開が適切になされて

いるか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

⑧ 情報システム化等による業務の効率化がはから

れているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 
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  1）課題 

評価項目⑧について 

 情報システム化の中で、学生管理システム、成績管理システム、出欠席管理システム、教職員出勤管

理システム、学生募集システムなどそれぞれが独立したシステムのため業務の効率化が思ったほど進ん

でいない。また出欠席管理システムについては、すべてのデータを各学科担当者が手入力で行っている。

そのため担任、学科はしっかりと把握できるが、入力の負担により学生指導にタイムラグが生じること

があり、学科によっては学生対応の遅れにつながっていることがある。 

 

 2）今後の改善方策 

 情報公開については、まずは自己評価を掲示し、徐々に公開情報を増やしていく。システム化につい

ては学生の出席等のデータ管理を含む管理システムの構築を図っていく。 

 

 3）特記事項 

 学校運営については、中期学校計画（3カ年計画）とともに、当該年度の重点計画を作成し、「計画・

組織化・透明性」を規範として遂行している。意思決定機関については、組織化によって明確になって

おり、各組織の運営会議を実施している。 

 会議に関しては、学校責任者会議、セクションリーダー会議、学科代表者会議、募集広報チーム会議、

教職員全体の職員会議を実施、運営方針ならびに実施状況の共有や課題への取り組みを協議している。 

 令和 5年度より学生管理と成績管理、出欠席管理を統合したパッケージシステムを新設学科で試験的

に導入予定である。その検証を踏まえ拡充していく計画である。また校友会システム（卒業生管理デー

タ）との連携も検討している。 

 

（３）教育活動 

教育活動 自己評価 学校関係者評価 

評価項目 適切･･４ ほぼ適切･･３ 

やや不適切‥２ 不適切･･１ 

適切･･４ ほぼ適切･･３ 

やや不適切‥２ 不適切･･１ 

① 教育理念に沿った教育課程の編成・実施方針等

が策定されているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

② 教育理念、育成人材像や業界のニーズを踏まえ

た学科の修業年限に対応した教育到達レベル

や、学習時間の確保は明確にされているのか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

③ 学科等のカリキュラムは体系的に編成されてい

るのか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

④ キャリア教育・実践的な職業教育の視点に立っ

たカリキュラムや教育方法の工夫、開発などが

実施されているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

⑤ 関連分野の企業・関係施設等や業界団体等との

連携により、カリキュラムの作成・見直し等がお

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 
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こなわれているか 

⑥ 関連分野における実践的な職業教育（産業連携

によるインターンシップ、実技、実習等）が体系

的に位置づけられているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

⑦ 授業評価の実施・評価体制はあるか ４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

⑧ 職業教育に対する外部関係者からの評価を取り

入れているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

⑨ 成績評価・単位認定、進級、卒業判定の基準は明

確になっているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

⑩ 資格取得等に関する指導体制、カリキュラムの

中での体系的な位置づけはあるか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

⑪ 人材育成目標の達成に向け授業を行うことがで

きる要件を備えた教員を確保しているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

⑫ 関連分野における業界等との連携において優れ

た教員（本務・兼務含む）を確保するなどマネジ

メントが行われているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

⑬ 関連分野における先端的な知識・技能等を習得

するための研修や教員の指導力育成など資質向

上のための取り組みがおこなわれているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

⑭ 職員の能力開発のための研修等が行われている

か 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

 

1）課題 

 評価項目④と⑤について 

 本校は、キャリア教育の観点から、各学科のカリキュラムは業界で必要な知識・技術・資格を基盤と

し、さらにそうした知識・技術・資格を使えるように経験値を積むための実践的な授業を配して、総合

的な職業人を育成していくことを目指している。 

 全学科で、基盤となるキャリア教育とその経験値を高める実践授業を配している。しかしながら、中

小企業診断士のような高度な資格を目指している学科においては、資格合格を中心にカリキュラムが組

まれており、合格結果を出しているが、それだけではなく実践的な職業教育も同時に増やしていくシス

テムを構築している。 

 新たな職業教育の方向性が、学校が業界・企業と連携して教育効果の最大化を図る上で、学科それぞ

れの連携分野先でのインターンシップ・研修・教育イベントを進めている。 

 

 評価項目⑧については、学校法人 Adachi 学園全国姉妹校連携を図り、令和３年度より実施している

Adachiビジネスプランコンテストでは２年連続グランプリを受賞した。また、大学生向けのキャンパス

ベンチャーグランプリにおいても、経営学科が参加するなどして、外部審査員から評価をいただく機会

を得、学生の成長へつなげる場を構築することができた。 

また、ペットビジネ学科においては、引き続きトリミングコンテスト、ペットサロン接客コンテストを
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実施し優秀な成績を修めている 

 

 評価項目⑬と⑭について 

 教員研修については、やや不十分であるのが現状である。 

 「教員として学生指導力に関する研修」は実施しているが、学科ごとの「専門分野における実務に関

する研修」は系統的実施に至っていない。 

 

 2）今後の改善方策 

 現行各学科が行っている企業との産学協同を中心に、「専攻分野に関する企業、団体等との連携体制

を確保して、授業科目の開設その他の教育課程の編成を行う」「企業等と連携して、実習、実技、実験又

は演習の授業を行う」「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に

行う」ことを引き続き推進していく。 

 上記職業実践専門課程の認定に関する規定をクリアしていくとともに、学校として各業界との連携を

強化し、職業教育の水準の維持向上を図っていく。 

 教育イベントについては、学校教育レベルから、企業実践レベルでの実施が行われているので、学生

が業界における最先端知識・技能を学べる機会は多くなっている。今後も、企業との実践活動を定型的

な講義としてシラバス化していく。また、教育のグローバル化を目指し、外国語に精通した教員や留学

経験者などの確保や研修なども進めていく。 

 

 3）特記事項 

 オンラインを活用した授業構築を進めている。全国姉妹校と連携した品質の高い授業の共有、海外の

姉妹校ＡＩＣとの連携によりオンライン英語レッスンを導入。また、各分野における現地スペシャリス

トを招いてのオンライン講義を実施している。重要授業については、録画によって時間や場所にとらわ

れず繰り返し確認できることで教育効果の充実を図っている。併せて学内のオンライン環境整備を強化、

学生のオンラインリテラシーを向上させ社会で活用できる力を身につける。 

 

（４）学修成果 

学修成果 自己評価 学校関係者評価 

評価項目 適切･･４ ほぼ適切･･３ 

やや不適切‥２ 不適切･･１ 

適切･･４ ほぼ適切･･３ 

やや不適切‥２ 不適切･･１ 

① 就職率の向上がはかられているか ４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

② 資格取得率の向上がはかられているか ４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

③ 退学率の低減が図られているか ４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

④ 卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握し

ているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

⑤ 卒業後のキャリア形成への効果を把握し学校の

教育活動の改善に活用されているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

 

1）課題 
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評価項目③について 

退学の主な理由としては体調不良や進路変更が挙げられる。体調不良者の多くはメンタルシックによ

るものであるため、スクールカウンセラーとの連携で対処を図っているが時間の制約に課題がある。ま

た学習意欲の低下に対して各学科で学んでいる意義について指導を行っているが、学習分野への興味が

薄れてきたときの対処については検討の余地がある。 

評価項目④と⑤について 

 ＣＳＣ（キャリアサポートセンター）では、卒業後は一部の企業もしくは来校した卒業生からの近況

報告情報であり、キャリア形成情報としては不十分である。また、毎年就職実績がある企業においても、

特定の卒業生に対する経年情報の取得には至っていない。 

 

 2）今後の改善方策 

 総合ビジネス校として 10 分野を学べる環境にあることを踏まえ、他学科のことを知る機会を設けて

普段とは違う環境を作りだし、学生が改めて自分を見つめ直すことで学習意欲のアップにつなげていく。 

卒業後のキャリアについては、学務・ＣＳＣ・内定実績企業が連携し、卒業生・在校生の社会的な活

躍および評価の把握、卒業後のキャリア形成への効果の把握が急務である。上記各部署にて定期的に情

報交換を行い、対応策を具体化していく必要がある。 

 また、そのうえで内定実績企業と卒業生からの情報収集を強化し、業界からの学校カリキュラムへの

提言、就職活動のサポートを推進していき、入学から卒業、業界デビュー、キャリア形成、学校への貢

献（フィードバック）というスパイラルを形成していくことが求められる。 

 

 3）特記事項 

卒業後の情報収集については、「2）今後の改善方策」でも述べた通り、卒業生からの情報収集を行う

ための専用メールアカウントを設けるなどし、卒業後 3年間の第二新卒時期のセカンドキャリア支援を

行っていく。 

 

（５）学生支援 

学生支援 自己評価 学校関係者評価 

評価項目 適切･･４ ほぼ適切･･３ 

やや不適切‥２ 不適切･･１ 

適切･･４ ほぼ適切･･３ 

やや不適切‥２ 不適切･･１ 

① 進路・就職に関する支援体制は整備されている

か 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

② 学生相談に関する体制は整備されているか ４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

③ 学生に対する経済的な支援体制は整備されてい

るか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

④ 学生の健康管理を担う組織体制は整備されてい

るか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

⑤ 課外活動に対する支援体制は整備されているか ４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

⑥ 学生の生活環境への支援はおこなわれているか ４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

⑦ 保護者と適切に連携しているか ４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 



11 

 

⑧ 卒業生への支援体制はあるか ４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

⑨ 社会人のニーズを踏まえた教育環境が整備され

ているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

⑩ 高校・高等専修学校等との連携によるキャリア

教育・職業教育の取り組みが行われているか？ 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

 

 1）課題 

 評価項目③と⑥について 

 学生支援機構奨学金などの外部機関の申し込みについては担当が指導している。しかしながら、学生

支援機構ならびに外部金融機関の利用ができない学生についての経済的支援は、難しいのが実情である。

地方からの学生については、入学前から学生寮ならび学生マンションなどの紹介・説明・入寮体験など

を通じて支援しているものの、一人暮らしの学生すべての生活状況について管理・支援は不十分である。 

 

 評価項目⑧について 

 同窓会組織として、「校友会」が存在し、セカンドキャリア情報や生涯教育研修などの環境整備を行っ

ているが、卒業生すべてが利用しているとは言い難い。その点では、「校友会」の存在も含めて、利用シ

ステムや支援体制のさらなる強化などが、今後の課題と考える。 

 

 評価項目⑩について 

 高校からの職業ガイダンスの依頼については基本的にはできうる範囲で応じているものの、時間的、

人的条件などの観点などから専門的な講義の実施は制約せざるを得ないのが実情である。キャリア教育

機関として、高校・高等専修学校との連携については不可欠なものであるため、依頼のある高校におい

てはできうる限り体験授業を実施している。いかに前述の問題点をクリアし、連携を図っていくかが今

後の課題である。 

 

 2）今後の改善方策 

 在校生のみならず、卒業生などの転職相談やキャリアアップ相談などに、専門の資格を持ったキャリ

アカウンセラーが常時対応する体制を構築しており、卒業生のセカンドキャリアについては、卒業後も

学科担当とＣＳＣ（キャリアサポートセンター）が対応している。しかし今後は卒業生が学校情報や就

職支援情報をより利用しやすい環境づくりを、前述の校友会システムの利用と併せ進めていきたい。 

 また、学内での社会人対象講座の開講も本校への要望も含めてニーズがあると承知しているが、現状

では教室等のキャパシティや、運営体制などの条件から開講は困難な状況である。しかしながら、本校

が、セカンドキャリアも含めた教育を行っている以上、社会人に対する各種講座等の開講や、昼間部の

講義への聴講制度を設けるなど、職業教育の教育機関としての社会的支援をあらゆる可能性とともに引

き続き模索していきたい。 

 他方、高等学校等含め、対象生徒、先生、保護者の視点に立ち、在校生から卒業生にキャリアデザイ

ンを明確に描かせ、実現するためのサポート体制を確立していきたい。 

 

 3）特記事項 
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 本校では職業教育機関として留学生に対し、各分野の専門知識や技術などはもちろん、文化や教養な

どを身に付けさせ、ワールドワイドなポジションで活躍できる人材を育成している。 

 職業教育機関としては、学生として社会人として、職業人として将来活躍するための「人間力」の育

成につながるような教育として他業種の方々の経験談等を聞く機会を設けており、今後もグローバルな

支援を継続していきたい。 

 学生サポートの一環としてスクールカウンセラー（臨床心理士・公認心理士）によるカウンセリング

体制を確立。学生の心的支援にて継続率維持向上を図る。 

 

（６）教育環境 

教育環境 自己評価 学校関係者評価 

評価項目 適切･･４ ほぼ適切･･３ 

やや不適切‥２ 不適切･･１ 

適切･･４ ほぼ適切･･３ 

やや不適切‥２ 不適切･･１ 

① 施設・設備は、教育上の必要性に十分対応できる

よう整備されているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

② 学内外の実習施設、インターンシップ、海外研修

等について十分な教育体制を整備しているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

③ 防災に対する体制は整備されているか ４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

 

 1）現況 

 評価項目③について 

 現校舎については、竣工時（昭和 54年）から相応の期間が経過しており、耐震検査を踏まえ、平成 28

年に免振工事を完了した。また、防災備品については、緊急時に備え学生数と教職員数分の食糧、飲料

水を地下倉庫に完備している。 

 

 2）教育環境のさらなる向上 

 平成 31年 3月には、校舎 7階を全面的に改装し、最新の AV機器を備えた講義室や、学生の自主学習

などで利用できるように、パソコン完備の自習室を設置した。 

 

 3）特記事項 

 様々な分野のスペシャリスト、即戦力を育成するとの校是に基づき、各学科でも様々な環境整備を 

 

行っている。一例として、平成 29 年にはファッションビジネス学科で使用のアパレルの実習店舗、ス

ポーツビジネス学科で使用の最新機器を備えたトレーニングルーム、フラワービジネス学科で使用のフ

ラワー実習店舗、令和 4年には愛玩動物看護学科で使用の動物看護実習室をそれぞれ開設した。これに

より、学生は、より現場に近い知識やスキルを習得することができるようになった。 

 

（７）学生の受け入れ募集 

学生の受け入れ募集 自己評価 学校関係者評価 

評価項目 適切･･４ ほぼ適切･･３ 適切･･４ ほぼ適切･･３ 
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やや不適切‥２ 不適切･･１ やや不適切‥２ 不適切･･１ 

① 学生募集活動は、適正に行われているか ４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

② 学生募集活動において、教育効果は正確につた

えられているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

③ 学納金は妥当なものとなっているか ４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

 

 1）現状 

 現行の募集については、職業教育機関としての専門学校の社会的責任を果たすべく、入学前から各分

野の専門的な知識や技術を習得する、ＡＯ入学（名称；ＡｄａｃｈｉＡＯ2.5 教育システム）に力を入

れている。このＡＯ入学システムに対しては検討者はもちろん、保護者、高校の先生方、延いては企業

の採用担当者にも多く支持をいただいている。 

 

 2）今後へ向けて 

 専門学校のＡＯ入学の啓蒙と実践、職業教育機関としての魅力ある学校づくり。ＡＯ入学については、

大学などとのＡＯ入学などと比較され本校独自の教育システムの一部にその魅力を伝えきれていない

点があり、伝え方など今後改善すべき点も残る。いずれにしても、東京スクール・オブ・ビジネスのＡ

Ｏ入学制度に関しては、職業教育の事前教育という位置づけをしっかりと維持し、さらに発展させてゆ

きたい。 

 

 3）特記事項 

 以下に、東京スクール・オブ・ビジネスの教育指針や「魅力ある学校づくり」の骨子の一部を抜粋す

る。 

 

 

① 専門学校のＡＯ入試制度は、大学のＡＯ入試制度とは異なります。大学は本当の意味での入試制度

＜入学の合否を決める＞ですが、専門学校のＡＯ入試制度は入学するための試験ではなく、最初に

ＡＯ研修（事前のアドバイス、継続的な課題、職業教育の実施）を受けることによって、ビジョン

（ゴール：仕事）へのミスマッチをなくすことが最大の目的です。 

ＡＯの研修生（Traineeship：トレーニーシップ）にとって、専門学校は、「夢」と「ゴール」をつ

なぐ母船（マザーシップ）に例えることが出来ます。ＡＯで乗船してきた若者たち（研修生）の「資

質や能力」を、社会に役立つように育てながら、またそれぞれの「魅力」を押し出せるように手助

けしながら、目的地（社会・業界・企業・次のステップ）に連れて行くことであり、その母船を目

的地に導くのが、私たちクルー（乗船している全ての教育担当者）の想い（喜び）でもあります。 

専門学校教育には、将来この業界に入りたい、この仕事に就きたい、だから、そのステップとし

て専門学校で学ぶという意識があります。専門学校に入ることが目的ではなく、将来のビジョン

へのステップを模索して専門学校に入学してきます。だからこそ、私たちは職業教育のプロフェ

ッショナルとして、それぞれの夢の道程を一緒に歩んでいくことを使命としています。目的意識

が明確だからこそ、「生きる力」の教育が結果を生み出していくのだと考えます。 
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しかしながら、2年間という教育期間は確かに短いのです。専門学校は、もともと短期間で資格・

検定や技術･技能を取得させることを主眼としてきた教育機関なので、即効性の教育は得意です。

しかし、時代は変化しています。学生たちのニーズも変化し、企業ニーズ、社会ニーズも変化し

ています。学生の資質も変化してきています。職業教育も常に変化＜進化＞していく必要があり

ます。 

東京スクール・オブ・ビジネスが行っているのが、ＡＯ入試制度ではなく、ＡＯ入学なのです。

専門学校のＡＯは、職業教育としての事前教育を主眼としています。つまり、職業教育のアドバ

イスから始まり、入学前授業ＡＯプレスクールがポイントなのです。 

職業教育の検討者のために、ビジョンを持ったところから始める「ＡＯ入学」、実際に力をつけ

る「専門学校でのステップ」、さらに職業人になってもスキルアップできるような、「生涯教

育」の一貫教育が我々の存在意義だと考えています。 

 

② 魅力ある学校づくりの機軸は、「支持」にあり、その「支持」は、資料請求者数（高校やご父兄含め

て）と企業・業界（求人者数、業界就労人数）と学生です。 

学科・コースの在り方は、２年間が機軸なのではなく、資料請求者数と輩出先のバランスを視て、

２年間の在り方を考えていかないと価値が創出できないのです。 

学園の理念の冒頭にもありますように、「一人でも多くの学生に」とは、資料請求者に対する魅力で

あり、お預かりした学生の多くの夢を叶える魅力であり、その魅力は社会や業界の魅力を創ること

に繋がるものなのです。 

職業教育機関というものは、常にシームレスであり、シームレスであるからこそ、外況に敏感でビ

ビットでなければならないのだと思います。そしてその外況とは、資料請求者のニーズを満たして

いるか？ということと、輩出先のニーズを満たしているか？ということであり、これは教育サービ

ス業の職業教育機関として前提なもので、その上で教育機関としての使命であるより良い社会を創

造する付加価値を学生に提供していかなければならないのだと確信しております。 

この点が学園の理念にあります「心の触れ合い」なのです。今の時代、そしてこれからの時代は技

術だけではより良い社会は創造できないのです。 

外況を閉ざすのではなく外況を視ることが、責務であり、使命であり、そして真の愛情ではござい

ませんでしょうか。社会は人が構成していて、その人々は教育の影響を受けています。 

如何なる教育をどれだけの人達に、そして、その人々がどんな社会を創造出来るのでありましょう

か。ここに職業教育、専門学校の価値があると信じています。 

 

  

 日本の未来は職業教育の進化に懸っているといって過言ではない。人口が減り、労働構造が変化して

いく中で、「専門学校」は「必要不可欠」な教育機関である。 

 その実現に向かって、目標・ゴールに到達するための計画（学校計画・学科計画）があり、遂行する

ための組織（三位一体＜教員・職員・企業＞＋主人公である学生＜ＡＯ研修生・在校生・卒業生＞）が

いる。学生の夢や希望を叶えるため、あらゆる側面からよりレベルの高い教育環境を立ち止まることな

く提供し、かつ、時代の急激な変化にも対応してゆくということこそが、東京スクール・オブ・ビジネ

スの使命、また支持される学校たらしむ礎であるということを、全教職員が共通の認識として、強く共
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有すべきであると考える。 

 

８）財務 

財務 自己評価 学校関係者評価 

評価項目 適切･･４ ほぼ適切･･３ 

やや不適切‥２ 不適切･･１ 

適切･･４ ほぼ適切･･３ 

やや不適切‥２ 不適切･･１ 

① 中長期的に学校の財務基は安定しているといえ

るか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

② 予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなって

いるか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

③ 財務について会計監査が適正におこなわれてい

るか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

④ 財務情報公開の体制整備はできているか ４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

 

 1）課題 

 評価項目①～④について 

 校舎は山手線区内にあり比較的良好な立地条件に恵まれているが、少子化による１８歳人口の減少や

大学進学志向の高まり等、学生生徒納付金を安定的に確保するためには更なる努力が必要である。 

  

 2）今後の改善方策 

 多様な学生ニーズに応えるべく、令和 4年度に学科・コースのリニューアルを行なった。このリニュ

ーアルを契機として学校全体で教育内容の充実を図って学生の確保に努めるとともに、継続的な経費見

直しや業務効率化により財務基盤の安定を図る。 

 

 3）特記事項 

 財務管理においては、学校法人Ａｄａｃｈｉ学園にて総合的な管理を実施している。 

 

 

（９）法令等の遵守 

法令等の遵守 自己評価 学校関係者評価 

評価項目 適切･･４ ほぼ適切･･３ 

やや不適切‥２ 不適切･･１ 

適切･･４ ほぼ適切･･３ 

やや不適切‥２ 不適切･･１ 

① 法令、専修学校設置基準等の遵守と適正な運営

がなされているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

② 個人情報に関し、その保護のための対策がとら

れているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

③ 自己評価の実施と問題点の改善をおこなってい

るか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

④ 自己評価結果を公開しているか ４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 
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 1）課題 

 評価項目②について 

 個人情報については、サーバー管理を実施しているが、紙ベースの廃棄（溶解）データの置き場所等

の管理が不十分である。 

 

 2）今後の改善方策 

 個人情報の管理については紙ベースのデータ管理を徹底するため、事務局内の鍵付きキャビネットに

て保管をする。また廃棄データは少量の場合シュレッダーによる裁断処理とし、大量の場合は段ボール

等に梱包の上、専門業者による溶解を依頼する。 

 

 3）特記事項 

 行政指導におけるコンプライアンス（アスベスト、消防等）については、基準を遵守している。 

 令和 4年度に教職員及び学生も使用するノート PC のウイルス対策ソフト入れ替え作業を行った。 

 

 学則・法令に関しては、講師会での法令遵守を共有している。また学生指導については、学生ハンド

ブックの年次更新・配布をし、毎年オリエンテーションで徹底している。学修に関する情報については、

保護者会でも共有をしている。 

 

（１０）社会貢献・地域貢献 

社会貢献・地域貢献 自己評価 学校関係者評価 

評価項目 適切･･４ ほぼ適切･･３ 

やや不適切‥２ 不適切･･１ 

適切･･４ ほぼ適切･･３ 

やや不適切‥２ 不適切･･１ 

① 学校の教育資源や施設を活用した社会貢献・地

域貢献を行なっているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

② 学生ボランティア活動を奨励、支援しているか ４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

③ 地域に対する公開講座・教育訓練（公共職業訓練

等を含む）の受託等を積極的に実施しているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

 

 1）課題 

 評価項目③について 

 地域活性イベントなどの実施は行っているものの、地域への講座や訓練としてのかかわりは不十分で

ある。委託の職業教育については、できる限り引き受けていたが、耐震診断後、校舎の安全性が確保さ

れるまで中止している。 

 

 2）今後の改善方策 

 校舎の安全性が確保（平成 27 年度免震工事実施）されてから、地域交流のイベントへの積極的な参

加や協力を強めて行く。 
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 3）特記事項 

ペットビジネス学科では、近隣の世帯年間約 500世帯と連携させていただき、犬のトレーニング、ト

リミング実習を充実、モデル犬制度をより充実させている。 

 スポーツビジネス学科のイベントとして商店街や近隣の施設との協力体制を進めている。 

ビジネスデザイン学科は、渋谷区環境整備課との連携授業で、代々木駅周辺のタバコポイ捨て問題につ

いて提案を行った。 

 東京商工会議所の検定本会場として、一般の方に対しての検定試験会場として学校を提供している。 

 

（１１）国際交流 

国際交流 自己評価 学校関係者評価 

評価項目 適切･･４ ほぼ適切･･３ 

やや不適切‥２ 不適切･･１ 

適切･･４ ほぼ適切･･３ 

やや不適切‥２ 不適切･･１ 

① 留学生の受け入れ・派遣について戦略を持って

おこなっているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

② 留学生の受け入れ・派遣、在籍管理等において適

切な手続き等がおこなわれているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

③ 留学生の学修・生活指導等について学内に適切

な体制が整備されているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

④ 学修成果が国内外で評価される取り組みをおこ

なっているか 

４  ３  ２  １ ４  ３  ２  １ 

 

 1）課題 

 評価項目④について 

 ほとんどの学科で企業や行政との産学協同・官学協働を行っているが、特別に学修成果を発表する場

を設けてはいない。 

 

 2）今後の改善方策 

 海外提携の学校において、学修成果の発表や企画イベントのプレゼンテーションなどを積極的に行う。 

 

 3）特記事項 

 東京スクール・オブ・ビジネスでは、留学生の受け入れや海外との連携教育を踏まえて、留学サポー

トセンターを設置し、留学生の支援を行っている。留学生サポートセンターは、各学科と連携し、担任

活動のサポートや生活指導などを行っている。 

 また、ＣＳＣ（キャリアサポートセンター）との協働で、日本での留学生就職の拡大を推進している。

留学生の日本での就職希望率は 50％を超え、その希望者の 90％が就職内定している。 

 国際交流については、学校単独ではなく、学園として支援計画を実施するとともに、日本語学校への

業界・就職情報の提供を行い、語学・専門の学校間の信頼関係の構築を図っている。 

 学園では、グループ全体の留学生交流会を開催し、留学生の輪を広げる活動を実施している。 

 今後は留学生の募集戦略を明確化し、途上国などの学校支援を含め、国際交流を促進していきたい。 
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令和 4年度学則抜粋＜学科・専攻＞ 

15. この学則は令和 04年 4月 1日から施行する。 

(1)この学則の施行に関し必要事項は、別に校長が定める。 

(2)第 4条の規定にかかわらず、令和 4年度については各学年の定員は、次のとおりとする。 

昼夜 

別 

課 

程 

名 

学科名 修 

業年 

限 

入学定員 
総 定 

員 学  科  専 攻 1 2 3 

Ⅰ 

 

 

 

部 

 

 

 

 

 

 

 

 

昼 

 

間 

 

部 

ビ 

ジ 

ネ 

ス 

専 

門 

課 

程 

  

  

商 

業 

実 

務 

関 

係 

ｵﾌｨｽﾋﾞｼﾞﾈｽ学科 

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾗｲｾﾝｽ 

ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝ

ｸﾞ 

秘書 

2年 － 80  80名 

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾗｲｾﾝｽ 

ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝ

ｸﾞ ﾋﾞｼﾞﾈｽ教養 

2年 80 －  80名 

ﾌﾗﾜｰﾋﾞｼﾞﾈｽ学科 

ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙﾌﾗﾜｰ 

ﾌﾗﾜｰｼｮｯﾌﾟ 

ﾌﾗﾜｰｺｰﾃﾞｨｰﾈｰﾀｰ 

2年 80 80  160名 

経営学科 

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

流通・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽ 

会計ﾌｧｲﾅﾝｽ 

2年 － 200  200名 

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

流通・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽ 

会計ﾌｧｲﾅﾝｽ 

宅建・FP 

2年 200 －  200名 

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾃﾞｻﾞｲﾝ学科 ﾋﾞｼﾞﾈｽﾃﾞｻﾞｲﾝ 2年 40 －  40名 

ﾌｧｯｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ学科 

ﾌｧｯｼｮﾝｽﾀｲﾘｽﾄ 

ｱﾊﾟﾚﾙｼｮｯﾌﾟｽﾀｯﾌ 
2年 － 80  80名 

ﾌｧｯｼｮﾝﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｽ 

ｱﾊﾟﾚﾙｼｮｯﾌﾟｽﾀｯﾌ 

SNS ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 

2年 60 －  60名 

IT ﾋﾞｼﾞﾈｽ学科 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾏｰ 

ﾓﾊﾞｲﾙｱﾌﾟﾘ 
2年 － 80  80名 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾏｰ 2年 40   40名 

AI ｼｽﾃﾑ学科 
AI ｴﾝｼﾞﾆｱ 

ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝｽ 
2年 40 －  40名 

ｽﾎﾟｰﾂﾋﾞｼﾞﾈｽ学科 ｽﾎﾟｰﾂﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 2年 － 80  80名 
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健康ｽﾎﾟｰﾂﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

ｽﾎﾟｰﾂﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 

健康ｽﾎﾟｰﾂﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

ｽﾎﾟｰﾂｼｮｯﾌﾟｽﾀｯﾌ 

ｽﾎﾟｰﾂ外国語 

2年 80 －  80名 

ﾍﾟｯﾄﾋﾞｼﾞﾈｽ学科 
2年 － 120  120名 

2年 80 －  80名 

愛玩動物看護学科 3年 40 － － 40名 

計 740 720 － 1460名 

(3)第 7条の規定にかかわらず、第 2学年以上の教育課程及び授業時数については、入学年度施行

の学則のとおりとする。 


